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滝沢市議会議長 角掛  邦彦 様 

 

 

環境厚生常任委員会    

委員長 奥津  一俊         

 

 

環境厚生常任委員会所管事務調査報告書  

本委員会は、所管事務の調査を次のとおり終了したので会議規則第７７条に基づき報告

します。  

記 

 

１ 調査事件  

  総合福祉センター（仮称）について  

 

２ 調査結果  

別紙のとおり  
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別紙 

 

１ 調査事項 

総合福祉センター（仮称）について  

 

２ 調査理由及びその目的  

  子ども、高齢者、身体障がい者を含む全ての市民に対して必要な福祉サービス及び活

動の場を提供するため、ソフト面に資する施設の補充、改善の必要性も含めて調査研究

を行うものである。  

 

３ 環境厚生常任委員会委員 

委  員  長 奥津 一俊  

副委員長 日向 裕子  

委  員 安部 理絵、川口  清之、小田島  清美、日向  清一  

 

４ 調査内容 

（１）調査経過（関連資料は別添） 

開催日等  内容  

令和５年１１月２７日（月） 【委員会内協議】  

＜協議の概要＞  

調査項目を協議した。 

令和５年１２月８日（金） 【委員会内協議】  

＜協議の概要＞  

調査項目を決定し、具体的な調査内容及び

スケジュールを協議した。  

令和６年１月１２日（金）  【委員会内協議】  

＜協議の概要＞  

 調査の工程を確認し、進め方を協議した。 

令和６年１月２６日（金）  【委員会内協議】  

＜協議の概要＞  

 調査の工程を確認し、進め方を協議した。  

 担当課の事務調査及び滝沢市社会福祉協議

会への意見聴取を実施することに決定した。  

令和６年２月７日（水） 【委員会内協議】  

＜協議の概要＞  

 担当課の事務調査及び滝沢市社会福祉協議

会への意見聴取での確認事項を協議した。  
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令和６年２月１３日（火） 

担当課：健康福祉部地域福祉課  

      同  高齢者支援課  

      同  生活福祉課  

【担当課の事務調査（資料１）】 

＜調査の目的＞  

総合福祉センターに必要な要素を把握する

ため、現状把握として担当課から説明聴取を

行った。 

＜調査の内容＞  

・総合福祉センターの定義・位置づけ  

・総合福祉センターの県内の設置状況  

・本市の福祉活動の現況 

・現況の市民福祉センターの施設面積及び備

品の充足  

・市民福祉センターへの交通手段  等 

令和６年２月１３日（火）  

場所：市民福祉センター 

相手方：社会福祉法人  滝沢市社

会福祉協議会  

【関係団体の意見聴取】 

＜意見聴取の目的＞  

総合福祉センターに必要な要素を把握する

ため、現状把握として関係団体から意見聴取

を行った。  

＜意見聴取の内容＞  

・本市の福祉活動の現況 

・現況の市民福祉センターの施設面積及び備

品の充足  

・市民福祉センターへの交通手段  等 

令和６年４月１日（月） 【委員会内協議】  

＜協議の概要＞  

市民の意向を確認するため、アンケート調

査を実施することに決定した。  

盛岡市及び北上市の総合福祉センターを視

察することに決定した。 

令和６年４月１５日（月） 【委員会内協議】  

＜協議の概要＞  

 アンケート調査票の内容を協議した。ま

た、実施にかかる関係機関への事前説明を各

委員が分担して行うことに決定した。  

令和６年５月１４日（火）  【委員会内協議】  

＜協議の概要＞  

 アンケート調査票の内容及び実施スケジュ

ールを協議した。  
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令和６年５月２１日（火）  【委員会内協議】  

＜協議の概要＞  

 アンケート調査票の内容を決定した。ま

た、調査を実施する３自治会への調査票の配

布及び回収方法を確認した。  

令和６年６月７日（金）  【委員会内協議】  

＜協議の概要＞  

 アンケート調査を実施する関係機関へ議会

サポーターを依頼することに決定した。 

令和６年６月１日（土）  

 ～  

令和６年７月３１日（水）  

【アンケート調査（資料２）】 

＜アンケートの内容＞  

福祉サービスに関するアンケート  

＜調査対象＞  

・川前自治会  

・元村中央自治会  

・鵜飼南自治会  

・各地区民生児童委員協議会  

・滝沢市学童保育連絡協議会  

・社会福祉法人 滝沢市保育協会  

令和６年６月１９日（水）  【委員会内協議】  

＜協議の概要＞  

 アンケート調査の集計方法及び分析の方向

性を協議した。 

令和６年７月１０日（水）  【委員会内協議】  

＜協議の概要＞  

 アンケート調査の集計方法を確認した。ま

た、アンケート回答の自由記述の取扱いを協

議した。  

令和６年８月９日（金）  【委員会内協議】  

＜協議の概要＞  

 アンケート調査の暫定集計結果を確認し、

項目毎に考察を協議した。  

 今後の調査スケジュールを協議した。  

令和６年８月２７日（火）  【委員会内協議】  

＜協議の概要＞  

 アンケート調査の最終集計結果を確認し、

項目毎に考察を協議した。  
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令和６年１０月２日（水）  【委員会内協議】  

＜協議の概要＞  

 アンケート調査の委員会としての考察を決

定した。  

 盛岡市及び北上市の各総合福祉センターを

管理運営する各市の社会福祉協議会を視察す

ることに決定した。  

 政策討論会を開催することとし、これまで

の調査に関わった市民及び団体へ出席を依頼

することに決定した。  

令和６年１０月１５日（火）  

場所：盛岡市総合福祉センター  

視察先：社会福祉法人  盛岡市社

会福祉協議会  

【視察①（資料３）】 

＜視察の目的＞  

他市の総合福祉センターにおける福祉施策

を調査研究するため、視察を行った。  

＜視察事項＞ 

総合福祉センターについて  

令和６年１０月１７日（木）  

場所：北上市総合福祉センター  

視察先：社会福祉法人  北上市社

会福祉協議会  

【視察②（資料４）】 

＜視察の目的＞  

他市の総合福祉センターにおける福祉施策

を調査研究するため、視察を行った。  

＜視察事項＞ 

総合福祉センターについて  

令和６年１０月２８日（月）  【委員会内協議】  

＜協議の概要＞  

 視察の振り返りを行った。  

 政策討論会の資料を協議した。  

令和６年１０月３１日（木）  【委員会内協議】  

＜協議の概要＞  

 政策討論会の資料を協議した。  

令和６年１１月１１日（月）  

出席者：市民９名（議会サポータ

ー等）  

【政策討論会（資料５）】  

＜討論会の目的＞  

市政に関する重要な政策及び課題に関し

て、市民と議会が共通認識及び合意形成を図

るため、政策討論会を実施した。  

＜討論会の内容＞  

・福祉サービスに関するアンケート調査につ

いて 

・課題と対策の方向性について  
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令和６年１１月２６日（火） 【委員会内協議】  

＜協議の概要＞  

これまでの調査を踏まえ、調査報告の内容

を協議した。  

令和６年１２月６日（金） 【委員会内協議】  

＜協議の概要＞  

これまでの調査を踏まえ、調査報告の内容

を協議した。  
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（２）特記事項 

ア 担当課の事務調査【令和６年２月１３日（火）】 

・市民福祉センターでは、介護保険法に規定された「地域支援事業」の一環として、

高齢者の方々の心身の健康維持、保健・医療の向上、福祉の増進を包括的に支援

している。  

・市民福祉センターの運営について、指定管理者からの事業報告書及び自己評価書

によると、利用者からは概ね良好な対応との評価を得ているとなっており、更な

る利用満足度の向上を目指している。  

・施設の狭隘の問題について、利用者からの苦情や不満の声は無いが、指定管理者

側では狭いとの認識を持っているものと捉えている。  

・備品の充足は、指定管理者からの事業報告書及び自己評価書によれば、利用者か

らは満足いただいているものと認識している。 

・市民福祉センターの維持管理について、建築物、設備等の老朽化が進行している

が、大規模な修繕が必要な箇所や設備等の不具合は確認されていない。また、継

続した施設利用を図るため、必要な資機材の調達や更新について、指定管理者と

協議・検討を行っていく。 

 

  イ 関係団体の意見聴取（社会福祉法人 滝沢市社会福祉協議会）  

【令和６年２月１３日（火）】 

   ・令和４年度の市民福祉センター利用状況は、新型コロナウイルス感染症に起因し

た休館もなく、年間延利用者数は２０，５６２名（前年度比１１２％）となった。  

・施設の維持管理について、適正な温度管理や不要な照明器具の消灯等による維持

管理費低減を図ったが、水道光熱費の高騰により維持管理費の抑制にはつながっ

ていない。  

・施設の老朽化が進行しているが、大規模な修繕や設備の故障等は発生していない。  

・滝沢市ファミリー・サポート・センター、子育てサロンなどの利用率向上のため、

市内全戸配布している社協だよりで市民福祉センターに係わる事業を掲載するな

ど、情報提供を図っている。  

・利用者アンケートによると、市民福祉センター利用者の交通手段は、約７０％が

私用車を利用しており、バスは１３％に留まっている。  

・利用者アンケートによると、市民福祉センターの施設・設備に対する満足度は、

利用者の８４％が満足しており、不満を感じている利用者は０％であった。 

 

  ウ アンケート調査【令和６年６月１日（土）～令和６年７月３１日（水）】  

    川前自治会、元村中央自治会、鵜飼南自治会、各地区民生児童委員協議会、滝沢

市学童保育連絡協議会及び社会福祉法人滝沢市保育協会を対象に市内の福祉サービ

スに関する基礎的なニーズ調査を実施した。  

調査結果並びに分析及び評価は、別添の「資料２」のとおり。  
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  エ 他市総合福祉センターの視察 

  （ア）盛岡市総合福祉センター【令和６年１０月１５日（火）】  

・県内で先行し実施した「重層的支援体制整備事業」の５つの取組である①参加

支援、②アウトリーチ等を通じた継続的支援、③多機関協働、④包括的相談支

援、⑤地域づくり（居場所づくり）に一体的に取り組むため「まるごとよりそ

いネットワークもりおか」により切れ目のない支援を展開している。  

・「まるごとよりそいネットワークもりおか」は、多機関の協働による包括的支

援体制構築モデル事業（盛岡市委託事業）の一環として令和元年５月に設置さ

れた。 

・生活に関するさまざまな困りごとの相談窓口を一つにするワンストップ相談窓

口を担い、ＣＳＷ（地域福祉コーディネーター）が相談内容に応じて各分野の

専門家と連携し、困りごとの解決をめざす体制で要支援者と支援者をつなぐ重

要な役割を担っている。  

・「まるごとよりそいネットワークもりおか」の取組の一つに、本の循環（古本

販売）と中間就労を組み合わせたＢＢＭ（ Book＆ BookEnergy もりおか）事業

がある。  

・重層的支援アドバイザーを配置している点が盛岡市の特徴であり、福祉以外の

分野を含む１３分野の２２団体がアドバイザーを担い、包括的な支援体制の構

築をめざしている。  

・つながり続ける支援体制の構築、維持のため、重層事業に係わる会議を全体会

のほか、分科会やケース検討会等きめ細やかに開催している。  

・総合福祉センターは、地域団体やボランティア団体の使用を原則無料、休日や

夜間も開館するなど、誰もが気軽に立ち寄れる地域の身近な居場所としての役

割を高めている。  

・高校生向けのボランティアスクール、一般向けの講座を開き、ボランティアの

育成に努めている。参加人数も多く、育成につながっている。 

・総合福祉センター内には多くの福祉関係団体が入っており、さまざまな問題を

協議、検討する場合において便利な体制となっている。  

・心配ごと相談室には常時相談員がいるほか、個室の相談室が２部屋配置されて

いる。 

・会費は、一世帯２００円と県内で最も低く、社協全体の収入のわずか約３％で

ある。 

・個別計画等で長寿命化を図る対応を明記しているが、施設の維持管理を直接的

に担う社協職員に対し長寿命化に対応した日常点検方法を指導する体制は、盛

岡市でもできていない。 

・総合福祉センターの土地は盛岡市所有であるが、建物は社協所有のため、施設

は制限無く使用できている。 

・ファミリーサポートセンターは、子どもの一時預かりだけでなく、高齢者等の

家事サポートも行っている。  
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  （イ）北上市総合福祉センター【令和６年１０月１７日（木）】  

・社協の本部のほか、概ね小学校区単位に支部が１４か所設置されており、市民

に対し、きめ細やかなサービスを提供している。  

・地域共生社会の実現に向け、担い手の確保・育成のため、青年会議所やＰＴＡ

連合会といった福祉関係以外の団体の若い世代と継続的に懇談を行っている。

懇談をきっかけに災害時の協定を締結するなど協働活動につながっている。  

・北上市内では６か所の子ども食堂が活動しており、その中には子どもの学習支

援等に取り組む多目的・多機能な子ども食堂もある。また、それぞれの子ども

食堂は定期的に情報交換を行っている。  

・チャイルドシート貸出事業は、アンケートや子育てサロン等の参加者からの声

により始まった事業であり、市民ニーズに沿った事業展開に努めている。 

・北上市が積極的に福祉サービスの予算を確保しており、社協も市からの補助金

を受け、福祉関連サービスを実施している。  

・子育て支援の分野は主に市が担い、社協は高齢者、障がい者等の分野のサービ

スを重点的に行っている。  

・福祉協力員に依頼し、高齢者の見守りを行っている。各地域に協力員の推薦を

依頼しており、現在は３２４名が協力員になっている。ただし、地域では協力

員の人選に苦慮しているとの声がある。  

・総合福祉センタ－の施設は、余裕のある設計で機能、運営されている。 

   

  オ 政策討論会【令和６年１１月１１日（月）】  

  （ア）子ども・子育て支援分野に係る出席者からの意見  

・地域の子どもを公民館等で預かる方法は、保護者が安心して預けられる人材で

あることが必須と考える。 

・公民館での一時預かりは、常駐の保育士がいれば可能と考える。  

・公民館での預かりは、子どもの安全管理の面で難しい。  

・子育てサロンの認知度が低いのは、関係機関のＰＲ不足がある。広報媒体、発

信回数等を検討することが重要である。  

    ・以前に比べて延長保育の利用者が減った。保護者の就労環境の改善が進んだも

のと考えられる。  

    ・ファミリー・サポート・センターも保育後の預りが同様に減っている。  

  ・委員会のアンケート調査は、既に保育施設を利用している保護者からの回答が

多い。働きたいけれど子どもの預け先が無い方の声を吸い上げることも考える

必要があると考える。  

 

（イ）地域活動支援分野に係る出席者からの意見  

 ・フードパントリーの周知は民生委員が行っているが、個人情報保護制度も厳し

くなり、市から対象者の情報提供が少ない。どの世帯に周知したらいいのかわ

からない。  

 ・支援者が増えないことにはフードパントリーの活動を広げられない。スーパー

やコンビニにもフードバンクポストの設置を開始している。  
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 ・大学生の困窮は、市内にアルバイト先が無いことも要因の一つと考える。  

  ・小岩井地区で実施されているボランティア輸送を各地区に拡げる方策はないか。  

 

（ウ）相談体制分野に係る出席者からの意見  

 ・社協が行っている法律相談、相続・登記相談は、相談の件数が増え、２か月先

まで予約が埋まっている状況のため、市でも予算を増やし対応してほしい。  

 ・相談体制のワンストップは重要と考えており、重層的支援の中に位置づける必

要があると考える。  

 

（エ）総括的な意見交換での出席者からの意見 

 ・滝沢市は福祉行政が弱く、市の福祉に対する姿勢が課題と考える。施設建設に

は予算が必要なため、市だけではなく、外部にも協力を求めることなど考える

べき。 

 ・ソフト事業の積み上げによる検討ではなく、施設建設を先行して進めるべき。  

 ・民生委員の活動の中で社協自体の認知度の低さを感じる。社協が実施する事業

も当然知られておらず、ＰＲが大事と考える。  

 ・民生委員の選出を市が自治会へ丸投げしている現状から、自治会では大変苦慮

している。自治会連合会の研修で視察した横手市では、人口あたりの民生委員

の数が滝沢市の約２倍、市職員が民生委員のなり手探しを行っている。滝沢市

でも欠員解消を考えるべき。  
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５ 考察 

子ども、高齢者、障がい者だけでなく、全ての市民が安心して生活できるよう、共に

暮らし、共に生活をする地域社会をめざし、市民全体の交流の場としての機能を担保す

るため、子ども・子育て支援、ボランティア活動も含めた地域活動支援及び相談体制に

着目し調査を行った（下図参照）。着目した各項目について、以下に考察を示す。  

 

 

 

図 「総合福祉センター(仮称)」で着目した事項 
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子育てサロン

子ども食堂

フードパントリー

睦　大　学

 子ども・子育て支援

地域活動支援
 (ボランティア活動含む)
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（１）子どもの一時預かり  

子どもの預け先として、同居や近くの親族に頼っていることが把握できた反面、親

族に頼れない環境下の約２０％の方や高齢化が進む中で将来的に親族に頼れないこと

が想定される人達等を含め、特にも新興住宅地に対しては、利用しやすい手続き、利

用しやすい施設の拡大及び利用できる施設のさらなる活動が重要と考える。  

市民への広報活動が不足している本市の子どもの一時預かりについて、子育て支援

と家事支援も含めた、他の自治体の類似施策との比較検討が重要である。 

子どもの一時預かりを趣旨とするファミリー・サポート・センター事業は、社会福

祉法人滝沢市社会福祉協議会（以下「滝沢市社協」という。）に委託し、提供会員登

録数７９名を目標として現在活動中であることから、市民参加及び協働の実施が図ら

れていると考える。  

特定財源６２％、一般財源３８％で予算執行されている子ども・子育て支援交付金

事業のうち、ファミリー・サポート・センター事業を滝沢市社協に委託しており、約

３００万円の予算計上がされていることから、適切に財源措置が図られている。  

（２）子育てサロン 

滝沢市社協の自主事業として実施されている子育てサロンは、参加者が伸びない状

況ではあるものの、参加によって得られる情報や知見は、友人や親族からの情報との

違いも含め、情報効果の質や量の優位性も確認されている。 

市民の認知度が低いことから、地域住民の総意と主体性を源とした多様な活動を意

識することが重要と考えるが、広報不足が確認されていることから、市民参加及び協

働の実施が図られているとは言い難い現状であると考える。 

（３）子ども食堂 

子ども食堂は、生活に困窮している子どもや保護者だけでなく、地域の高齢者など

も参加して一緒に食事をする、ユニバーサルな取組であり、帰りが遅い会社員や生活

に困窮する学生、家事をする時間のない家族などが集まって食事をとることも可能な

人が集まる地域住民のコミュニケーションの場としての機能が期待される。  

他市先進事例の視察等を踏まえ、地域住民が一緒に食べたり、遊んだり、宿題をし

たり、安心して過ごせる居場所を目指す子ども食堂について、他自治体の類似施策と

の比較検討が重要である。 

子ども食堂は、支援ニーズの把握、情報提供方法等に留意し、市民が主体的に取り

組む形で市内全域に拡大されるため、市民参加及び協働の実施が不可欠と考える。  

継続的な運営には、寄付意欲を高めることが最も重要な要素であり、事業目的、効

果、課題及び支援方法等を総合的に紹介できるツールや手法を確立させることが、適

正な財政支援につながるものと考える。  

（４）フードパントリー  

日本では、相対的貧困、つまり生活水準と比較して貧しい状態にある世帯が、特に

高齢者世帯、ひとり親世帯に多いことが確認されている。それに対し、フードパント

リーが食材を配付するだけの活動では、貧困問題に対する対症療法に留まり、持続性

がないものと考える。そのため、食材を寄付する際に、持続的な支援や相談窓口を網

羅した情報提供も加味したフードパントリーを本市でも構築、活動させる検討が必要

であり、他人ごとを我がこととして捉え、お互いに支え合う地域共生社会づくりを目
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指すことが重要と考える。 

フードパントリーは、市民並びに市内企業及び団体の寄付者と食料支援の必要な市

民等を円滑に結びつけられる流れを構築するため、市民参加及び協働の実施が不可欠

と考える。  

継続的な運営には、寄付意欲を高めることが最も重要な要素であり、社会貢献活動

や食品ロス削減も意識した事業目的、効果、課題及び支援方法等を総合的に紹介でき

るツールや手法を確立させることが、適正な財政支援につながるものと考える。 

（５）睦大学 

睦大学の学生の自家用車利用が多い現状を考えると、免許返納などの諸要因により

自家用車利用が困難となった場合、睦大学の学生数がさらに減少し、睦大学の目的で

ある「楽しく学習して元気にいきいき暮らす」の具現化が困難になると想定される。 

高齢者の生きがいづくりの推進、誰もが気軽に集える居場所づくりに留意し、他自

治体の類似施策との比較検討が重要である。  

睦大学は、「市民が楽しく学習して元気にいきいき暮らす」を目的としていること

から、市民参加及び協働の実施が不可欠と考える。  

特定財源５９％、一般財源４１％で予算執行されている地域介護予防活動支援事業

（介護予防対策事業）、一般財源１００％の福祉バス運行事業により取り組んでいる

現況に対し、趣味の教室に参加しやすい環境づくりを推進するため、福祉バスに替わ

る交通手段として地域協働による運行システム構築も視野に入れた検討が必要と考え

る。 

また、現況の参加者目標数１６，０００人をさらに拡大させるため、Ｗｅｂ会議シ

ステムの活用や各地域の集会所などでの分散開催等も視野に入れ、先進事例等を調査

研究することが重要と考える。  

（６）生活困窮 

相談先について、本市では滝沢市社協が窓口となっているが、自立相談支援、就労

準備支援、家計改善支援、さらには滝沢市社協自主事業として困窮者に対する生活再

建支援などに対し、分野別の専門的知見を有する相談員が継続的に相談・支援できる

体制構築が重要と考える。 

他市先進事例の視察等を踏まえ、多岐にわたる相談・支援を求める市民への相談支

援について、他自治体の類似施策との比較検討が重要である。  

特定財源７１％、一般財源２９％で予算執行されている生活困窮者自立支援事業、

さらには滝沢市社協の自主財源事業に取り組んでいる現況に対し、困窮する生活の改

善に寄与するために適正な財源措置が重要と考える。  

また、現況の目標相談件数計１９２件をさらに拡大させるため、相談者が気軽に相

談できる体制構築のため、面談や電話による方法以外にオンラインによる方法、地域

の支援者が窓口になる方法、さらには窓口に関する広報媒体や広報回数の改善などを

検討・模索することが重要と考える。  

（７）民生委員・児童委員との連携 

大きな課題と捉える民生委員・児童委員の欠員増は、感染症流行時や災害時も支援

体制が脆弱になる恐れがあることから、民生委員・児童委員の活動について、市民や

関係機関の理解を高める支援や体制構築が重要と考える。 
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民生委員・児童委員に欠員がなく、社会福祉の増進に努める社会奉仕を遂行してい

ただくためには、市民参加及び協働の実施は最重要課題であると考える。欠員解消に

向け、他自治体の類似施策との比較検討を行うべきと考える。  

一般財源を主として予算執行されている民生委員・児童委員設置事業であるが、民

生委員・児童委員が担う社会福祉の重要な職務を鑑み、欠員解消が図られるよう適正

な予算措置を図る必要があると考える。  

また、民生委員・児童委員の活動支援につながると考えられる以下の取組を検討す

べきと考える。  

ア タブレット端末を配付し、オンラインによる活動に取り組める環境づくり  

イ 民生委員・児童委員の活動の魅力・重要性を地域住民に発信し、周知する広報

活動 

ウ 民生委員・児童委員に過度な負担が集中しないように、自治会が積極的に後方

支援活動する体制の構築  

エ 民生委員・児童委員からの相談に対応する専門的知見者の配置  

（８）安心生活相談 

安心生活相談を含む福祉に係わる包括的な相談・支援体制の充実を図るには、市民

への情報発信や関係機関等との連携は不可欠であることから、市民参加及び協働の実

施は最重要課題であると考える。  

その一つであるこころの健康相談として、不眠、心の悩み、病気、酒害等の相談対

応が重要と考えるが、精神科医師が年６回実施している現状に対し、相談の継続性や

専門的ケアへのアクセス等についてさらなる対応の検討が必要と考える。 

他市先進事例の視察等を踏まえ、生活に関するさまざまな困りごとに対し、多分野

の専門家が協力して困りごとの解決を目指すため、他自治体の類似施策との比較検討

が重要である。  

一般財源１００％で予算執行されている滝沢市安心生活相談事業、特定財源７５％

、一般財源２５％で予算計上されている令和６年度新規事業の重層的支援体制整備事

業により取り組んでいる現況に対し、複合的な困りごとに対してもワンストップでの

対応が可能な相談窓口が必要と考えることから、適正な予算措置を図り検討すべきと

考える。  

 


